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令和３年５月県議会付議案件（臨時議会）について 
 

令和３年５月２１日 

 
１ 予算規模（一般会計） 

 

   補正額    ４，８１８百万円 

   補正後  ３６１，５７７百万円 

補正前  ３５６，７５９百万円 

財 源  国庫支出金 ４，７９８百万円、繰越金 ２０百万円 

 

２ 主な内容  

 

新型コロナウイルス感染症の第４波が全国的に猛威を振るっている中、本県においても変異株に

よる感染が拡大しており、５月１４日に新型コロナ警戒事態宣言を発令したところである。また、

各地での緊急事態宣言の発令やまん延防止等重点措置などに伴う外出自粛の影響により、飲食、宿

泊・観光、交通をはじめとする県内産業への大きな影響が及んでいる。 

こうした状況の中、県内でのクラスター発生事例を踏まえた学校教育・地域活動等における感染

防止の徹底、変異株に係る検査体制の強化、ワクチン接種体制の充実、在宅療養に必要な体制の整

備等を図るとともに、飲食店の感染防止対策の徹底等を図る。 

また、新型コロナウイルス感染症の影響を受けた事業者向けの新たな応援金制度の創設、無利

子・無保証料融資制度の延長、県内の観光需要回復に向けた取組などに加え、生活福祉資金の緊急

貸付やコロナ禍における「生理の貧困」への対策といった経済と生活再建に向けた支援を行う。 

これらの緊急的な対策を講じることにより、第４波を乗り越えるために県民、事業者が一丸とな

って、強力に取り組んでいく。 

 

３ 事業概要 （計４，８１７，５３９千円） 

 

○感染防止とワクチン対策（計５７７，０００千円） 
 

   ・警戒事態緊急対策事業 …………………………………………………………… ８，０００千円 

     県内学校の部活動におけるクラスター発生等を踏まえ、学校教育やスポーツ、地域活動等に

おける感染防止対策を徹底するとともに、県民の感染予防対策の意識を高めるための広報活動

等を実施する。                         （くらしの安心推進課） 

 

・新型コロナウイルス感染症変異株検査体制強化事業 ……………………… ３９，０００千円 

     県内の変異株に係る検査体制を強化するため、衛生環境研究所でのゲノム解析を実施すると

ともに、県内の民間検査機関における変異株スクリーニング検査を実施する。 

（新型コロナウイルス感染症対策推進課） 

 

・県営新型コロナウイルスワクチン接種会場運営事業 ……………………… ３０，０００千円 

  高齢者等に対するワクチン接種を推進するため、県が臨時的にワクチン集団接種会場を設営

するのに必要な体制を整備する。     （新型コロナウイルスワクチン接種推進チーム） 
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・保健所機能等体制強化事業 …………………………………………………… １０，０００千円 

新型コロナウイルス感染症の更なる感染拡大の局面を見据え、保健所の体制整備の充実を図

るため、潜在的保健師の活用等により、積極的疫学調査や相談業務等を担う保健師等を増員す

るとともに、外部委託による相談体制を拡充する。             （福祉保健課） 

 

・鳥取方式在宅療養体制整備事業 ……………………………………………… ２０，０００千円 

新型コロナウイルス感染症患者の急増により、病床及び宿泊療養施設が逼迫する場合に備え

るとともに、認知症患者、障がいのある方など住み慣れた住居環境で療養することが望ましい

患者等の療養環境を整えるため、在宅療養に必要な体制を整備する。     （医療政策課） 

 

・飲食店巡回体制等強化事業 …………………………………………………… ７０，０００千円 

  飲食店等の新型コロナ対策認証取得を促進し、感染防止対策の徹底を図るため、感染防止対

策の強化に係る審査・相談及び巡回体制の充実・強化に取り組む。  （くらしの安心推進課） 

 

・第四波対策飲食店等感染防止強化緊急応援事業 ………………………… １００，０００千円 

 （※別途、調整費で４００，０００千円対応） 

 飲食店等の感染防止対策の強化を図るため、新型コロナ対策認証取得に取り組む事業者に応

援金を支給するとともに、認証取得に向けた感染防止対策に係る設備等の導入を支援する。 

（くらしの安心推進課） 

 

・宿泊事業者新型コロナ感染防止対策事業 ………………………………… ３００，０００千円 

  県内宿泊施設の感染防止と観光需要の回復を図るため、国の支援策を活用し、県内宿泊事業

者の感染防止対策、ワーケーションのスペースの設置等の前向きな取組を支援する。  

（観光戦略課） 

 

○経済と生活再建の支援（計４，２４０，５３９千円） 
 

   ・コロナ禍打破特別応援金 ……………………………………………… １，０００，０００千円 

     飲食、宿泊・観光、交通事業者をはじめ、新型コロナウイルス感染症の影響を受けた事業者

の事業継続を支援するため、応援金制度を創設する。            （商工政策課） 

 

・新型コロナ克服特別金融支援事業 ………………………………………… １０７，４０７千円 

  無利子・無保証料の新型コロナウイルス感染症対応地域経済変動対策資金について、申込期

限を９月末まで延長するとともに、新規融資実行枠を増額し、県内中小事業者等の経営安定化

等に要する資金の円滑な調達に繋げる。                  （企業支援課） 

 

・新型コロナから立ち上がる観光支援事業 ………………………………… ９００，０００千円 

（※別途、調整費で５００，０００千円対応） 

  県内の観光需要の回復を図るため、国の支援策を活用し、新型コロナウイルスの感染状況等

に応じて、鳥取・島根両県連携によるキャンペーン等を実施する。      （観光戦略課） 

 

・新型コロナ対策お楽しみ券応援事業 ………………………………………… ５０，０００千円 

  県内の観光需要の回復を図るため、国の支援策を活用し、新型コロナウイルスの感染状況等

に応じて、県内の宿泊事業者、旅行会社等が取り組む前売り宿泊券等の発行を支援する。            

（観光戦略課） 
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・交通事業者に対する新型コロナウイルス対策支援事業 ………………… １０４，１３２千円 

  地域の基幹インフラである地域公共交通を維持するため、運行を継続する県内交通事業者に

対し、事業継続を支援するとともに公共交通の利用促進等を図る。    （地域交通政策課） 

 

・雇用支援強化事業 ………………………………………………………………… ６，０００千円 

  新型コロナウイルス感染症の長期化に伴い、不安定な雇用情勢が続いていることから、雇用

労働に係る相談支援体制の強化を図るとともに、雇用調整助成金を活用した従業員の教育訓練

や研修などのスキルアップを図る取組を支援する。             （雇用政策課） 

 

・農林水産物消費回復緊急支援事業 ………………………………………… １００，０００千円 

  農林水産物、農水産加工品等の消費回復・拡大に向け、農林水産業団体等が行う販路開拓、

巣ごもり需要の獲得を目指した新たな取組等を支援するとともに、県内飲食店の需要回復を図

るための取組を実施する。                   （販路拡大・輸出促進課） 

 

・コロナ禍における「生理の貧困」対策事業 …………………………………… ３，０００千円 

  コロナ禍における「生理の貧困」への対策として、市町村の必要な方に生理用品を届けよう

とする取組を後押しするとともに、社会における生理をはじめとした女性の「こころ」と「か

らだ」についての理解促進を図る。                  （女性活躍推進課） 

 

・生活福祉資金緊急貸付事業 ………………………………………………… ９７０，０００千円 

低所得者、離職者等に対し、必要な資金の貸付と相談支援を行う生活福祉資金貸付事業につ

いて、新型コロナウイルスに係る特例貸付の貸付件数の増加に伴い、貸付原資の増額を行う。 

（福祉保健課） 

 

・新型コロナウイルス感染症緊急事態対策調整費 …………………… １，０００，０００千円 

     新型コロナウイルス感染症の状況や県内経済動向が日々変化する中で、県民や県内経済が直

面する課題に対して、必要な対策を早急に講じるため、枠予算を増額する。    （財政課） 


